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研究成果の概要： 

 

本研究では、各種の公益事業の中でも特に料金面において特徴的・革新的な取り組みが進め

られている鉄道事業、航空輸送事業、高速道路事業、ガス事業、水道事業、情報通信事業の 6

つの公益事業を取り上げ、それぞれの事業分野における料金体系の「変化の度合い」と「進化

の過程」について、規制改革や技術革新の進展、需要構造の変化等を踏まえながら多面的な分

析を行った。その上で、新しい料金制度・料金体系の構築とその導入、そして普及に向けての

実現可能性と今後の課題や展望などについて考察を行った。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００７年度 2,100,000 630,000 2,730,000 

２００８年度 1,400,000 420,000 1,820,000 

    

    

    

総 計 3,500,000 1,050,000 4,550,000 

 

研究分野：社会科学  

科研費の分科・細目：経営学・経営学 

キーワード：公益事業経営、料金制度改革、情報技術、ビジネスモデル 
 
１．研究開始当初の背景 
 
鉄道、航空、路線バス、高速道路、定期船、
電気、ガス、上・下水道、電気通信、放送、
郵政といった公益事業の研究において、料金
制度や料金体系の研究は古くから行われて
いるものの、その多くは事業経営の「実務的
側面」よりも経済学からの「理論的側面」の
方を重視したものであった。すなわち、既存
研究においては、あくまで分析対象である料
金制度や料金体系が「経済厚生の最大化」や
「資源配分の効率性」の観点から見て最適か
そうでないかという点に議論の重心が置か

れていた感が否めず、必ずしも「理論」と「実
証」との整合性や適用可能性が十分に議論・
検証されてきたとは言い難い側面があった。 
一方、ＩＴ化を中心とする技術革新や規制
緩和の進展、構造改革による経営形態の変化
や事業経営の多角化など、公益事業を取り巻
く環境は近年著しく変化してきており、多く
の公益事業者においては、新時代に見合った
新しい料金制度や料金体系を模索する動き
が見られるようになった。さらに、料金の見
直しに取り組む事業者も増加しつつあった
が、近年の経営環境の変化を捉えた公共料金
に関する研究は、まだ十分に行われていない
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のが実情であった。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、公益事業の各事業分野に
おける料金体系の「変化の度合い」と「進化
の過程」について、規制改革や技術革新の進
展、需要構造の変化等との関連を踏まえなが
ら分析し、さらに今後の新しい料金体系を提
案することである。 
本研究では、各公益事業において実際に適
用されている料金体系の事例を整理・分析し
た上で、各公益事業の新たな公共料金体系の
モデル構築を試みる。その際には既存研究の
ような経済学上の「理論的側面」からのアプ
ローチだけにとどまらず、事業経営の「実務
的側面」からのアプローチをも重視しながら
研究を進めていくこととする。すなわち本研
究によって導出する最適料金モデルが、実際
の公益事業料金に直ちに適用することが可
能であるのか否か、という点を本調査研究の
主軸に据えることにより、最終的には公共料
金分野における「理論」と「実証」との「橋
渡し」的役割を担うことを目指している 
 さらに、公益事業においても近年著しく進
展している技術革新（ＩＴ化）が公共料金体
系に及ぼす影響等について考察する 
一般に、電力、都市ガス、上・下水道、

電気通信など多くの公益事業の料金（公共

料金）体系は、基本料金と従量料金からな

る二部料金制である。しかし、情報通信技

術そのものである電気通信事業を除けば、

これら公益事業の料金体系は硬直的であ

り、利用者には料金プランの選択の余地が

ほとんどないのが実情である。一方、鉄

道・路線バスの運賃体系も二部料金制では

あるが、普通運賃、定期運賃、回数運賃の

3種に大別される鉄道・路線バスの運賃体

系は、普通運賃と回数運賃は基本料金がゼ

ロで従量料金のみ、定期運賃は基本料金の

みで従量料金がゼロという両極端の選択

的二部料金制となっている。このように電

気通信事業を除く公益事業において、電気

通信事業のような多様な料金プランを設

定することができない要因として、多様な

料金プランの設定に不可欠な利用者の特

定や詳細な利用動向の把握がこれまでは

技術的に困難であったことが考えられる。 

近年、鉄道事業、航空事業、路線バス事

業における紙・磁気式きっぷ（乗車券類・

航空券・搭乗券など）のＩＣカード化、高

速道路事業におけるＥＴＣ（ノンストップ

自動料金収受システム）の導入、電気事業、

都市ガス事業（ＬＰガス事業を含む）、上・

下水道事業における電子メーターの導入

など、多くの公益事業において、この技術

的な問題が解決されつつある。これに伴い

実現可能となるであろう新しい公共料金

体系が、硬直的であった公益事業の料金体

系に変革をもたらすこととなる。そして、

現在では、多くの公益事業者において料金

制度や料金体系の見直しが求められてい

る一方で、一部の先駆的な事業者において

はすでに料金体系の刷新が図られている。

本研究では、多様化している現在の公共料

金（公益事業料金）の事例を収集・整理・

分析するとともに、技術革新の進展が公共

料金設定にどのような影響を与えるのか

を理論的かつ実際的に考察するものであ

る。そして、新たな公共料金体系の最適モ

デルを構築し、今後の公共料金体系の方向

性を明らかにするものである。 

本研究の成果は、公益事業者、政府並び

に地方公共団体、そして関係団体などに対

して、今後の公益事業経営の方向性や環境

適応型ビジネスモデルを構築する際に、大

いに利用していただくことを目的として

いる。 
 
３．研究の方法 
 
まず、現行の各公共料金体系の枠組みにつ
いて、関連文献・資料を収集するとともにイ
ンターネット等で公開された各事業者の料
金体系等も参照しながら整理を行った。次に、
技術革新の動向をはじめ、現在の需要構造や
市場競争の現状など、各公益事業を取り巻く
マクロ的な諸要因についても分析作業を進
めた。 
続いて、技術革新の最新動向（ＩＣカード
化、ＥＴＣ、電子メーターなど）と、それを
用いた新しい料金政策や料金体系の考え方
等に関して、各公益事業者に対するヒアリン
グ調査をはじめとして、各種のフィールドワ
ーク（実態調査）を実施した。今後の料金体
系案を導出するための料金改定シミュレー
ションにおいては、モデリングツールを活用
して定量評価を行った。 
初年度である平成 19 年度においては、電
力・ガス・水道・電気通信・交通など、各公
益事業分野におけるこれまでの料金政策や
料金体系について、需要構造の変化や技術革
新の進展、さらには政府規制のあり方と競争
政策の導入など、各時代の社会経済を取り巻
く諸要因とも関連づけながら、「理論」と「実
証」の両面から研究することにより、ミクロ
経済学や公益事業経営論あるいは制度論な
どを中心に、過去の公共料金に関わる研究成
果の整理・収集・分析を行った。 
最終年度となる平成 20 年度においては、



 

 

前年度の研究成果を取りまとめて新たな公
共料金体系の最適化モデルを構築するとと
もに、引き続き、各公益事業者へのヒアリン
グ調査なども実施しながら、今後の公共料金
体系の方向性について考察した。 
 
４．研究成果 
 
本研究では、各種の公益事業の中でも特に
料金面において特徴的・革新的な取り組みが
進められている鉄道、国内航空、高速道路、
ガス、水道、情報通信の 6つの公益事業を取
り上げて、それぞれの事業分野ごとに規制改
革の内容やその現状について多角的かつ多
面的に整理・分析を行った。その上で、新し
い料金制度・料金体系の構築と導入、そして
普及に向けての実現可能性と今後の課題や
展望などについて考察を試みている。 
各事業別の主要な研究成果は次のとおり
である。 
 
（1）鉄道事業 
 
 まず、鉄道事業を取り巻く経営環境が①規
制緩和（料金規制と参入・退出規制）の進展、
②マクロ経済環境の変化、③市場における競
争環境の変化等の要因によって大きく変わ
ってきたことを論じた。 
続いて、鉄道旅客運賃の設定方法や JR貨
物会社における線路使用料の算定スキーム
を整理した。最後に、今後の鉄道事業におけ
る課題として、フルコスト主義の限界等につ
いて指摘している。 
 
（2）国内航空事業 
 
 国内航空事業については、まず、戦後から
現在に至るまでのわが国の航空政策と料金
制度の変遷について詳細に論じている。 
 続いて、近年における「幅運賃制度」の導
入や、改正航空法の施行にともなう「完全自
由化」の経緯について整理した。 
さらに、「幅運賃制度」が利用者にとって
必ずしも有利とはならなかったことや、「完
全自由化」後の価格上昇傾向の理由として、
寡占化の進行により同調的な価格設定がな
されたことを指摘している。 
 
（3）高速道路事業 
 
高速道路については、首都高速道路の料金
制度をとりあげ、現状の「均一料金制」の限
界について述べている。その対策としての
「距離別料金制」の導入においては、長距離
利用者の負担軽減という視点が不可欠であ
り、そのための新しい料金案を詳細に提示し
ている。 

今後の課題としては、非 ETC 車の利用者
に上限設定が適用されないことへの説明責
任の問題や、長距離トラック業者に配慮した
上限料金の引き下げの必要性について論じ
ている。 
 
（4）ガス事業 
 
近年のエネルギー産業においては、異なる
エネルギー間での活発な市場競争が見られ
るようになってきている。この現象の背景と
しては、①ここ 10 数年で規制緩和が大きく
進展し、参入規制や料金規制が相次いで緩和
され競争環境が整備されたことや、②新たな
競争環境において、経営主体である事業者が
多様な料金戦略や多角化戦略を積極的に採
用したことが挙げられる。 
本研究では、このことを、１）エネルギー
産業における規制緩和の進展、２）ガスメー
ターの技術革新によって可能となる今後の
料金体系のあり方、３）大阪ガス株式会社に
おける料金戦略の実践事例、の 3点にわたっ
て論じ、ガス事業の現在と未来を展望してい
る。 
 
（5）水道事業 
 
まず、水道事業者の最近の料金制度改革事
例として「岡山市における水道料金改定の内
容とその特徴」を取り上げ、水道事業者が直
面している諸課題や料金制度改革が持つ意
義について、具体的に考察している。 
次に、料金体系の公平性を高めるための料
金改定の実践事例として「宇都宮市の新しい
水道料金表の策定シミュレーション」の試み
をまとめている。 
続いて、技術革新と水道事業との関わりを
示す事例として「計量法改正に伴う水道料金
メーターの技術革新動向」について論じてい
る。ここでは、今後予想される電子式メータ
ーの普及により、検針効率の向上などの経費
低減だけでなく「利用動向の把握」が可能と
なり、料金メニューの多様化が実現する可能
性について展望している。 
最後に、水道事業が収益を確保して今後も
存続していくためには、デジタル化とシミュ
レーション技術の徹底した活用によって消
費者の利用動向を深く認識し、利用者満足を
高める料金制度を構築していく努力が必要
であることを論じている。 
 
（6）情報通信事業 
 
  
固定電話については、料金規制の緩和と料
金体系の推移について整理したのち、日本全
国へのサービス提供を確保するための「ユニ



 

 

バーサルサービス制度」の仕組みについて概
観している。 
他方、携帯電話に関しては、事業者ごとに
異なる料金メニューを比較し、その多彩さを
浮き彫りにしている。 
今後の課題としては、情報通信手段の多様
化が進む現状においては、NTTに課せられた
固定電話のユニバーサルサービスや、光ファ
イバーの開放義務などの各種規制の「有効
性」について、絶えず検証する必要があるこ
とを指摘している。 
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